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第一部【企業情報】 
 
第１【企業の概況】 
 
１【主要な経営指標等の推移】 

(注)1．当社は中間連結財務諸表を作成していないので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移は記載していません。 

2．売上高には消費税等は含まれていません。 

3．潜在株式が存在しないため、潜在株式調整後1株当たり中間(当期)純利益金額は記載していません。 

4．臨時従業員数は1日8時間換算によるものです。 

 
２【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

 
３【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 

回次 第76期中 第77期中 第78期中 第76期 第77期 

会計期間 
自平成16年4月 1日 
至平成16年9月30日 

自平成17年4月 1日 
至平成17年9月30日 

自平成18年4月 1日 
至平成18年9月30日 

自平成16年4月 1日 
至平成17年3月31日 

自平成17年4月 1日 
至平成18年3月31日 

売上高(千円) 4,579,158 4,561,843 4,820,386 9,460,513 9,519,193 

経常損益(千円) △158,770 122,978 12,631 △42,456 406,164 

中間(当期)純損益 
(千円) 

△198,715 51,023 △48,953 △119,983 200,194 

持分法を適用した場合
の投資利益(千円) 

－ － － － － 

資本金(千円) 4,280,000 4,280,000 4,280,000 4,280,000 4,280,000 

発行済株式総数(株) 42,000,000 42,000,000 42,000,000 42,000,000 42,000,000 

純資産額(千円) 6,693,013 6,824,711 6,942,164 6,719,466 7,001,741 

総資産額(千円) 11,426,202 10,396,478 10,814,403 10,710,225 10,884,790 

1株当たり純資産額(円) 159.55 162.69 165.50 160.18 166.92 

1株当たり中間(当期) 
純損益金額(円) 

△4.73 1.22 △1.17 △2.86 4.77 

潜在株式調整後1株当
たり中間(当期)純利益
金額(円) 

－ － － － － 

1株当たり中間(年間)
配当額(円) 

－ － － － － 

自己資本比率(％) 58.58 65.64 64.19 62.74 64.33 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー(千円) 

79,580 200,079 101,174 516,231 757,517 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー(千円) 

△17,283 △139,834 △391,062 311,011 △388,772 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー(千円) 

△135,245 △329,509 252,773 △940,005 △517,698 

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高 
(千円) 

793,842 484,762 567,958 754,026 605,073 

従業員数(人) 
[外,平均臨時従業員数] 

249 
[714]

237 
[638]

242 
[689]

231 
[719]

241 
[658]



４【従業員の状況】 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は[ ]内に1日8時間換算による当中間会計期間の平均を、外数で記載しています。

 
(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されていませんが、労使関係は円満に推移しています。 

 

(1) 提出会社の状況 平成18年9月30日現在

事業部門別 従業員数(人) 

飲食事業 
195 
[658] 

その他事業 
8 
[18] 

全社(共通) 
39 
[13] 

合計 
242 
[689] 



第２【事業の状況】 
 
１【業績等の概要】 

(1) 業績 

当社は、中期経営計画に沿って飲食事業の推進に経営資源を集中し、モーパラ業態の小型店舗「鍋ぞう」の出店、および鍋ぞ

うのビジネスモデルの改善を図りました。また、不採算店舗の閉店と共に、メニューの見直しによる原価率削減、店舗オペレー

ションの改善による人件費率引下げ等の施策を実施しました。 

飲食事業では、4月にモーパラ鍋ぞう新宿東口店、六蔵新宿東口店、5月にモーパラ鍋ぞう銀座店、7月にモーパラ鍋ぞう錦糸

町店、8月にモーパラ鍋ぞう本厚木店をそれぞれ開店しました。一方、7月にはマーケットのトレンドと合致しない三四味屋八王

子店を閉店しました。また、9月には業態変更のため、東京ベリーニ港北ニュータウン店を閉店しました。同店は、10月に新し

いイタリアン業態のイルパスタイオ港北ニュータウン店として、営業を再開する予定です。 

その結果、当中間期の飲食店舗数は前期末比3店舗増の58店で、その内訳はイタリアンレストラン12店 和食レストラン8店、

牛肉レストラン30店、バー7店、ドルチェショップ1店となっています。また地域別では、東京都23区内40店、23区以外の東京都

内10店、神奈川県5店、埼玉県2店および千葉県1店です。 

飲食事業部門の当中間期売上高は、4,434百万円(前年同期比7.1％増)となりました。業態別の売上は、牛肉業態で新規出店に

よる効果もあり28.0％増加しましたが、イタリアン業態は2.6％減、和食業態は閉店の影響もあり18.5％減、バー業態は9.7％

減、菓子・惣菜販売では2.5％減と、いずれも前年同期を下回りました。  

既存店ベースの売上高前年同期比では、牛肉業態は5.6％増となりましたが、イタリアン業態は1.6％減、和食業態は7.1％

減、バー業態は9.7％減、菓子・惣菜販売では2.5％減と、いずれも前年同期を下回りました。既存飲食店舗全体の売上高は

0.2％の増で、前年同期比若干の増加となりました。  

当社の内部管理基準で算出した当中間期の飲食事業営業利益は162百万円で、前年同期比76百万円減となりました。これは主

として、売上の伸び悩みで固定費を十分カバーできなかったことに加え、雇用環境の変化による人件費が増加したことによるも

のです。 

その他事業では、当中間期も引続き、ビリヤード場およびビジネスホテルを各1店経営しました。ビリヤード場は、固定客が

増加する一方、フリー客が減少し、売上は前年同期とほぼ同じ106百万円(前年同期比0.3％増)、ビジネスホテルでは、ウェッブ

予約の増加等で客数は増加しましたが、客室単価の下落により、売上は170百万円と前年同期比1.6％の減少となりました。不動

産賃貸事業の売上高は、前年と同じ102百万円となりました。 

その他事業部門の売上高は379百万円(前期同期比0.7％減)、内部管理基準で算出の営業利益は177百万円(前期同期比1.4％減)

となりました。 

この結果、当中間期の売上高は4,820百万円(前期比259百万円増)となりました。損益では、営業利益は本社経費を差引いて32

百万円(前期同期比113百万円の減益)、また経常利益は13百万円(前年同期比110百万円の減益)となりました。更に、特別損失と

して店舗の閉店損失および固定資産除却損失等48百万円を計上した結果、中間純損失は49百万円(前年同期比100百万円の減益)

となりました。  

 
(2) キャッシュ・フロー 

当中間会計期間における現金および現金同等物(以下、資金という)は、営業利益の減少、および設備投資の増加による支出が

あったものの、借入金の増加による収入があったため、前年同期に比べ83百万円増加し、当中間会計期間末には568百万円とな

りました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間において、営業活動による資金の収入は101百万円で、前年同期と比べ99百万円の減少となりました。これは

主として営業利益の減少によるものです。  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間において、投資活動による資金の支出は391百万円で、前年同期と比べ251百万円の支出増となりました。これ

は主として、新規出店およびコンピューターシステム入替等のための設備投資による支出が前年同期比94百万円増の344百万

円、および閉店店舗の差入保証金返還による収入が36百万円と前年同期比136百万円減少したことによるものです。  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間において、財務活動による資金の収入は253百万円(前年同期は330百万円の支出)となりました。これは、設備

投資資金等の借入による収入が980百万円と、前年同期比550百万円増加し、借入金および社債の返済による支出が727百万円

と、前年同期比32百万円減少したこと等によるものです。 

 
２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当社は「生産」を行っていませんので、記載すべき事項はありません。 



 
(2) 受注状況 

当社は受注生産を行っていませんので、記載すべき事項はありません。 

 
(3) 販売実績 

当中間会計期間における事業部門別および業態別の販売実績は次のとおりです。 

(注)1．上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

2．飲食事業のイタリアン業態には、東京ベリーニ、東京ベリーニドルチェ、ヴェントおよびニッシュ、和食業態には三四味

屋、水の賦、すみか、六蔵およびアスリ、バー業態にはラヂオホールおよび月の兎、牛肉業態にはモーモーパラダイス、モー

パラ鍋ぞう、バルバッコアグリル、バルバッコアステーキハウスおよびローリーズ・ザ・プライムリブが含まれています。ま

たその他事業には、ホテルおよびビリヤード場経営、不動産賃貸、ならびにフランチャイズ事業が含まれています。なお、全

社(共通)売上の内容は、営業補償金(前期のみ)、取引先からのシステム使用料およびギフトカード売上です。 

 
３【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

 
４【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

 
５【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

 

事業部門別 金額(百万円) 前年同期比(％) 

飲食事業 
(イタリアン) 
(和食) 
(バー) 
(牛肉) 
(菓子、惣菜販売) 

4,434 
(994) 
(762) 
(254) 
(2,394) 
(29) 

＋7.1 
(△2.6) 
(△18.5) 
(△9.7) 
(＋28.0) 
(△2.5) 

その他事業 
(ホテル、ビリヤード) 
(不動産賃貸) 
(フランチャイズ事業) 

379 
(277) 
(102) 
(0) 

△0.7 
(△0.9) 
(0.0) 
(－) 

全社(共通) 8 △80.5 

合計 4,820 ＋5.7 



第３【設備の状況】 
 
１【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 
２【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 前会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、改修、除却等のうち、当中間会計期間に完成および完了したものは次の

とおりです。 

①新設 

 六蔵新宿東口店およびモーパラ鍋ぞう新宿東口店は平成18年4月、モーパラ鍋ぞう銀座店は平成18年5月、モーパラ鍋ぞう錦

糸町南店は平成18年7月にそれぞれ完成しました。 

 
(2) 当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、改修、除却等の計画は次の通りです。 

①新設 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次の通りです。なお、これらの新設計画のうち、モーパ

ラ鍋ぞう本厚木店は当中間会計期間に完成しました。 

 
②改修 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の改修の計画はありません。 

 
③除却 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却計画は次の通りです。なお、この除却計画は当中間会計期間に

完了しました。 

 

事業所名 所在地 事業部門別 設備の内容

投資予定金額 
資金調達
方法 

着手及び完了予定 面積の
増加 
(坪) 

席数の
増加 
(席) 

総額 
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了 

モーパラ鍋ぞう 
本厚木店 

神奈川県 
厚木市 

飲食事業 飲食店舗 52 2
自己資金
借入金 

平成18年 
7月 

平成18年 
8月 

65.8 100

モーパラ鍋ぞう 
本川越店 

埼玉県 
川越市 

飲食事業 飲食店舗 43 0
自己資金
借入金 

平成18年 
8月 

平成18年
10月 

42.7 62

イルパスタイオ港
北ニュータウン店 

神奈川県 
横浜市 

飲食事業 飲食店舗 32 0
自己資金
借入金 

平成18年 
9月 

平成18年
10月 

52.0 117

鍋ぞう船橋南口店 
千葉県 
船橋市 

飲食事業 飲食店舗 46 0
自己資金
借入金 

平成18年
10月 

平成18年
11月 

48.1 77

ユニオンスクエア
東京 

東京都 
港区 

飲食事業 飲食店舗 131 5
自己資金
借入金 

平成18年
11月 

平成19年 
3月 

88.2 120

バルバッコア・ク
ラシコ丸の内店 

東京都 
千代田区 

飲食事業 飲食店舗 130 2
自己資金
借入金 

平成18年
12月 

平成19年 
4月 

75.0 105

事業所名 所在地 事業部門別 設備の内容
除却金額 
(百万円) 

除却の予定時期 
面積の減少 
(坪) 

席数の減少
(席) 

三四味屋八王子店 
東京都 
八王子市 

飲食事業 飲食店舗 22 平成18年7月 90.1 164



第４【提出会社の状況】 
 
１【株式等の状況】 

(1)【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 
②【発行済株式】 

 
(2)【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

 
(3)【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 

 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 168,000,000 

計 168,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数 
(株)(平成18年9月30日) 

提出日現在発行数(株) 
(平成18年12月19日) 

上場証券取引所名又は 
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 42,000,000 同左 東京証券取引所(市場第二部) － 

計 42,000,000 同左 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高(千株) 

資本金増減額 
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金増
減額(千円) 

資本準備金残
高(千円) 

平成18年4月 1日～ 
平成18年9月30日 

－ 42,000 － 4,280,000 － 1,169,534 

(4)【大株主の状況】 平成18年9月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社ヒューマックス 東京都新宿区富久町13番19号 20,330 48.40 

株式会社商船三井 大阪府大阪市北区中之島3丁目6番32号 5,808 13.83 

林 光華 東京都渋谷区広尾3丁目14番26号 880 2.10 

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川2丁目27番2号 702 1.67 

林 瑞祥 東京都渋谷区広尾3丁目14番26号 631 1.50 

株式会社互恵商事 東京都新宿区富久町13番19号 629 1.50 

林 光男 東京都大田区田園調布5丁目13番31号 560 1.33 

林 瑞峰 東京都目黒区青葉台2丁目3番19号 532 1.27 

林 瑞禎 東京都目黒区青葉台2丁目3番19号 500 1.19 

林 歩蓮 東京都渋谷区広尾2丁目16番8号 450 1.07 

計 － 31,022 73.86 



(5)【議決権の状況】 

(注)1．「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が12,000株および議決権の数12個が含まれています。

2．「単元未満株式数」の欄には、当社保有の自己株式510株が含まれています。 

 

 
２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第二部におけるものです。 

 
３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

 
 

①【発行済株式】 平成18年9月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式(自己株式等) － － － 

議決権制限株式(その他) － － － 

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 53,000 － － 

完全議決権株式(その他) 普通株式 41,906,000 41,906 － 

単元未満株式 普通株式 41,000 － 1単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 42,000,000 － － 

総株主の議決権 － 41,906 － 

②【自己株式等】 平成18年9月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有 
株式数(株) 

他人名義所有 
株式数(株) 

所有株式数の 
合計(株) 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

株式会社ワンダーテー
ブル 

東京都新宿区富久町
13番19号 

53,000 － 53,000 0.13 

計 － 53,000 － 53,000 0.13 

月別 平成18年4月 5月 6月 7月 8月 9月 

最高（円） 300 260 261 221 201 190 

最低（円） 205 205 172 176 176 167 



第５【経理の状況】 
１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以下「中間財

務諸表等規則」という。)に準拠して作成しています。 

 ただし、前中間会計期間(平成17年4月1日から平成17年9月30日まで)については、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しています。 

 
２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、前中間会計期間(平成17年4月1日から平成17年9月30日まで)および当中間会

計期間(平成18年4月1日から平成18年9月30日まで)の中間財務諸表について、日栄監査法人の中間監査を受けています。 

 
３．中間連結財務諸表について 

 当社は、連結対象の子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成していません。  

 



 
 

１【中間財務諸表等】 

(1)【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

前中間会計期間末 
(平成17年9月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年9月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年3月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額 
(千円) 

構成比
(％) 

金額 
(千円) 

構成比
(％) 

金額 
(千円) 

構成比
(％) 

(資産の部) 

Ⅰ 流動資産 

1 現金及び預金 484,762 567,958 605,073 

2 売掛金 152,390 159,495 177,973 

3 売上預け金 70,011 59,082 73,283 

4 原材料 87,992 82,917 82,911 

5 前払費用 100,601 113,226 125,253 

6 その他 4,034 3,416 3,889 

流動資産合計 899,789 8.7 986,094 9.1 1,068,382 9.8 

Ⅱ 固定資産 

1 有形固定資産 

(1) 建物 ※1,2 2,182,159 2,246,285 2,220,793 

(2) 機械及び装置 ※1 81,963 125,888 105,936 

(3) 器具及び備品 ※1 159,768 232,361 232,218 

(4) 土地 ※2 4,958,608 4,958,608 4,958,608 

(5) 建設仮勘定 35,477 70,705 122,577 

計 7,417,975 71.4 7,633,848 70.6 7,640,132 70.2 

2 無形固定資産 

(1) 電話加入権 12,908 12,908 12,908 

(2) ソフトウエア 43,581 39,863 43,735 

(3) ライセンス料 4,668 － － 

(4) その他 － 12,452 － 

計 61,157 0.6 65,223 0.6 56,643 0.5 

3 投資その他の資産 

(1) 投資有価証券 ※2 397,983 428,013 445,559 

(2) 関係会社株式 89,825 89,825 89,825 

(3) 差入保証金 ※2,3 1,516,463 1,545,877 1,569,695 

(4) 店舗賃借仮勘定 － 53,062 － 

(5) その他 13,285 12,461 14,554 

計 2,017,556 19.4 2,129,238 19.7 2,119,633 19.5 

固定資産合計 9,496,689 91.3 9,828,309 90.9 9,816,408 90.2 

資産合計 10,396,478 100.0 10,814,403 100.0 10,884,790 100.0 



 
 

前中間会計期間末 
(平成17年9月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年9月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年3月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額 
(千円) 

構成比
(％) 

金額 
(千円) 

構成比
(％) 

金額 
(千円) 

構成比
(％) 

(負債の部) 

Ⅰ 流動負債 

1 買掛金 354,228 380,397 377,171 

2 短期借入金 ※2 40,000 103,600 60,000 

3 １年以内返済長期借入金 ※2 886,374 800,290 771,632 

4 １年以内償還社債 80,000 80,000 80,000 

5 未払金 31,336 159,725 285,380 

6 未払法人税等 27,815 29,051 124,073 

7 未払消費税等 ※5 32,557 33,169 30,725 

8 未払費用 336,317 389,237 438,453 

9 賞与引当金 101,072 105,632 100,528 

10 その他 19,367 22,272 20,105 

流動負債合計 1,909,066 18.4 2,103,372 19.4 2,288,067 21.0 

Ⅱ 固定負債 

1 社債 120,000 40,000 80,000 

2 長期借入金 ※2 1,186,632 1,354,277 1,133,542 

3 退職給付引当金 76,291 77,586 80,283 

4 役員退職慰労引当金 60,360 65,365 62,379 

5 繰延税金負債 128,571 140,792 147,932 

6 その他 90,847 90,847 90,847 

固定負債合計 1,662,701 16.0 1,768,868 16.4 1,594,982 14.7 

負債合計 3,571,767 34.4 3,872,240 35.8 3,883,049 35.7 

(資本の部) 

Ⅰ 資本金 4,280,000 41.2 － 4,280,000 39.3 

Ⅱ 資本剰余金 

1 資本準備金 1,169,534 － 1,169,534 

2 その他資本剰余金 900,000 － 900,000 

資本剰余金合計 2,069,534 19.9 － 2,069,534 19.0 

Ⅲ 利益剰余金 

中間(当期)未処分利益 294,582 － 443,753 

利益剰余金合計 294,582 2.8 － 443,753 4.1 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 187,375 1.8 － 215,590 2.0 

Ⅴ 自己株式 △6,780 △0.1 － △7,137 △0.1 

資本合計 6,824,711 65.6 － 7,001,741 64.3 

負債・資本合計 10,396,478 100.0 － 10,884,790 100.0 



前中間会計期間末 
(平成17年9月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年9月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年3月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額 
(千円) 

構成比
(％) 

金額 
(千円) 

構成比
(％) 

金額 
(千円) 

構成比
(％) 

(純資産の部) 

Ⅰ 株主資本 

1 資本金 － 4,280,000 39.6 － 

2 資本剰余金 － 2,069,534 19.1 － 

資本準備金 － 1,169,534 － 

その他資本剰余金 － 900,000 － 

3 利益剰余金 － 394,800 3.7 － 

繰越利益剰余金 － 394,800 － 

4 自己株式 － △7,357 △0.1 － 

株主資本合計 － 6,736,978 62.3 － 

Ⅱ 評価・換算差額等 

1 その他有価証券評価差額金 － 205,186 1.9 － 

評価・換算差額等合計 － 205,186 1.9 － 

純資産合計 － 6,942,164 64.2 － 

負債・資本合計 － 10,814,403 100.0 － 



②【中間損益計算書】 

 
 

前中間会計期間 
(自平成17年4月 1日 
至平成17年9月30日) 

当中間会計期間 
(自平成18年4月 1日 
至平成18年9月30日) 

前事業年度の  
要約損益計算書 

(自平成17年4月 1日 
至平成18年3月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額 
(千円) 

百分比
(％) 

金額 
(千円) 

百分比
(％) 

金額 
(千円) 

百分比
(％) 

Ⅰ 売上高 

飲食事業売上高 4,180,821 91.6 4,441,855 92.1 8,761,981 92.0 

その他事業売上高 381,022 8.4 378,531 7.9 757,212 8.0 

計 4,561,843 100.0 4,820,386 100.0 9,519,193 100.0 

Ⅱ 売上原価 

飲食事業売上原価 ※4 1,708,153 37.4 1,865,304 38.7 3,570,278 37.5 

その他事業費用 6,781 0.1 7,511 0.2 13,214 0.1 

計 1,714,934 37.6 1,872,815 38.9 3,583,492 37.6 

売上総利益 2,846,909 62.4 2,947,571 61.1 5,935,701 62.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※4 2,701,588 59.2 2,915,691 60.5 5,487,192 57.6 

営業利益 145,320 3.2 31,880 0.7 448,508 4.7 

Ⅳ 営業外収益 ※1 9,328 0.2 9,857 0.2 18,576 0.2 

Ⅴ 営業外費用 ※2 31,671 0.7 29,106 0.6 60,920 0.6 

経常利益 122,978 2.7 12,631 0.3 406,164 4.3 

Ⅶ 特別損失 ※3 60,619 1.3 48,416 1.0 98,913 1.0 

税引前中間(当期)純利益 62,359 1.4 － 307,251 3.2 

税引前中間純損失 － 35,785 △0.7 － 

法人税、住民税及び事業税 11,337 0.2 13,168 0.3 107,057 1.1 

中間(当期)純利益 51,023 1.1 － 200,194 2.1 

中間純損失 － 48,953 △1.0 － 

前期繰越利益 243,559 243,559 

中間(当期)未処分利益 294,582 443,753 



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日) 

(注) 千円未満を四捨五入して表示しています。 

 

株主資本 
評価・換算
差額等 

純資産合計

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本
合計 

その他  
有価証券 
評価差額金 資本準備金 

その他資本
剰余金 

繰越利益
剰余金 

平成18年3月31日
残高(千円) 

4,280,000 1,169,534 900,000 443,753 △7,137 6,786,151 215,590 7,001,741

中間会計期間中の
変動額 

中間純損失 － － － △48,953 － △48,953 － △48,953

自己株式の取得 － － － － △220 △220 － △220

株主資本以外の
項目の中間会計
期間中の変動額
(純額) 

－ － － － － － △10,405 △10,405

中間会計期間中の
変動額合計(千円) 

－ － － △48,953 △220 △49,173 △10,405 △59,577

平成18年9月30日
残高(千円) 

4,280,000 1,169,534 900,000 394,800 △7,357 6,736,978 205,186 6,942,164



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

 
次へ 

前中間会計期間 
(自平成17年4月 1日 
至平成17年9月30日) 

当中間会計期間 
(自平成18年4月 1日 
至平成18年9月30日) 

前事業年度の要約キャ
ッシュ・フロー計算書 
(自平成17年4月 1日 
至平成18年3月31日) 

区分 
注記
番号 

金額 
(千円) 

金額 
(千円) 

金額 
(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 
税引前中間(当期)純利益 62,359 △35,785 307,251 
減価償却費 175,840 208,360 382,624 
長期前払費用償却費 2,798 2,785 5,907 
賞与引当金の増加・減少額(△) 1,745 5,104 1,201 
退職給付引当金の増加・減少額
(△) 

1,387 △2,697 5,378 

役員退職慰労引当金の増加・減少
額(△) 

2,869 2,987 4,888 

受取利息及び受取配当金 △3,174 △4,493 △5,722 
支払利息 31,296 28,416 59,994 
固定資産売除却損 57,123 31,838 70,734 
売上債権の増加(△)・減少額 3,149 32,679 △25,707 
たな卸資産の増加(△)・減少額 △5,078 △6 3 
その他資産の増加(△)・減少額 23,941 12,955 △671 
仕入債務の増加・減少額(△) △46,253 3,227 △23,310 
未払債務の増加・減少額(△) △36,616 △56,273 72,705 
未払消費税等の増加・減少額(△) △5,638 2,478 △7,470 
その他の負債の増加・減少額(△) 15,536 18,940 33,720 

小計 281,284 250,516 881,526 

利息及び配当金の受取額 3,174 4,493 5,722 
利息の支払額 △30,300 △28,872 △58,893 
法人税等の支払額 △54,079 △124,963 △70,838 

営業活動によるキャッシュ・フロー 200,079 101,174 757,517 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 
投資有価証券の売却による収入 － 2 － 
有形固定資産の取得による支出 △250,183 △343,981 △425,462 
無形固定資産の取得による支出 △8,401 △25,812 △24,300 
差入保証金の差入れによる支出 △53,853 △12,389 △111,613 
差入保証金の返還による収入 172,603 36,172 172,603 
投資その他の資産の取得による支
出 

－ △45,054 － 

投資活動によるキャッシュ・フロー △139,834 △391,062 △388,772 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 
短期借入れによる収入 130,000 280,000 280,000 
短期借入金の返済による支出 △150,000 △236,400 △280,000 
長期借入れによる収入 300,000 700,000 650,000 
長期借入金の返済による支出 △569,494 △450,607 △1,087,326 
社債の償還による支出 △40,000 △40,000 △80,000 
自己株式の取得による支出 △15 △220 △372 

財務活動によるキャッシュ・フロー △329,509 252,773 △517,698 
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 － － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加・減少額
(△)  

△269,264 △37,115 △148,953 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  754,026 605,073 754,026 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末
(期末)残高 

※ 484,762 567,958 605,073 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
(自平成17年4月 1日 
至平成17年9月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年4月 1日 
至 平成18年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

1. 資産の評価基準及び
評価方法 
(1)有価証券 子会社及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 
子会社及び関連会社株式 
同 左 

子会社及び関連会社株式 
同 左 

その他有価証券 
・時価のあるもの 
中間決算日の市場価格等に
基づく時価法(評価差額は
全部資本直入法により処理
し、売却原価は移動平均法
により算定) 

その他有価証券 
・時価のあるもの 
同 左 

その他有価証券 
・時価のあるもの 
決算日の市場価格等に基づ
く時価法(評価差額は全部
資本直入法により処理し、
売却原価は移動平均法によ
り算定) 

・時価のないもの 
移動平均法による原価法 

・時価のないもの 
同 左 

・時価のないもの 
同 左 

(2)たな卸資産 原材料 
最終仕入原価法による原価
法 

原材料 
同 左 

原材料 
同 左 

2. 固定資産の減価償却
の方法 
(1)有形固定資産 定率法を採用しています。 

但し平成10年4月1日以降取
得の建物(付属設備を除く)は
定額法を採用しています。 
なお、主な耐用年数は以下
の通りです。 
建物 3～47年 
機械及び装置 3～9年 
器具及び備品 3～10年 

同 左 同 左 

(2)無形固定資産 社内に規定する方法による
定額法を採用しています。 
なお、自社利用のソフトウ
エアについては、社内におけ
る利用期間(3～5年)に基づく
定額法によっています。 

同 左 同 左 

3. 引当金の計上基準 
(1)貸倒引当金 売上債権等の貸倒損失に備

えるため、一般債権について
は貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権について
は、個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上し
ています。 

同 左 同 左 

(2)賞与引当金 従業員賞与の支払に充当す
るため、将来の支給見込額の
うち当期の負担額を計上して
います。 

同 左 同 左 

(3)退職給付引当金 小規模企業等における簡便
法を適用し、従業員の退職給
付に備えるため、退職給与規
程に基づく自己都合退職によ
る中間期末要支給額の 100%
相当額を計上しています。 

同 左 小規模企業等における簡便
法を適用し、従業員の退職給
付に備えるため、退職給与規
程に基づく自己都合退職によ
る期末要支給額の 100%相当
額を計上しています。 

(4)役員退職慰労引当
金 

役員退職慰労金の支払いに
備えて、当社内規に基づく中
間期末要支給額を計上してい
ます。 

同 左 役員退職慰労金の支払いに
備えて、当社内規に基づく期
末要支給額を計上していま
す。 



 

前中間会計期間 
(自平成17年4月 1日 
至平成17年9月30日) 

当中間会計期間 
F自 平成18年4月 1日 
至 平成18年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

4. 外貨建ての資産また
は負債の本邦通貨へ
の換算基準 

外貨建て金銭債権債務は、
中間決算日の直物為替相場に
より円貨に換算し、換算差額
は損益として処理していま
す。 

同 左 外貨建て金銭債権債務は、
期末日の直物為替相場により
円貨に換算し、換算差額は損
益として処理しています。 

5. リース取引の処理方
法 

リース物件の所有権が借主
に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース
取引については、通常の賃貸
借取引に係る方法に準じた会
計処理によっています。 

同 左 同 左 

6. ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 
特例処理の要件を満たして
いる金利スワップについては
特例処理によっています。 
②ヘッジ手段とヘッジ対象 
当会計期間にヘッジ会計を
適用したヘッジ手段とヘッジ
対象は以下のとおりです。 
a.ヘッジ手段‥金利スワッ
プ 
b.ヘッジ対象‥借入金利息 
③ヘッジ方針 
デリバティブ取引に関する
権限規定及び取引限度額を定
めた内部規定に基づき、ヘッ
ジ対象に係る金利変動リスク
を一定の範囲内でヘッジして
います。 
④ヘッジ有効性評価の方法 
特例処理によっている金利
スワップについては有効性の
評価を省略しています。 

同 左 同 左 

7. 中間キャッシュ・フ
ロー計算書(キャッ
シュ・フロー計算
書)における資金の
範囲 

中間キャッシュ・フロー計
算書における資金(現金及び
現金同等物)は、手許現金、
随時引出しが可能な預金及び
容易に換金可能であり、かつ
価値の変動について僅少なリ
スクしか負わない取得日から
3ヶ月以内に償還期限の到来
する短期投資からなっていま
す。 

同 左 キャッシュ・フロー計算書
における資金(現金及び現金
同等物)は、手許現金、随時
引出しが可能な預金及び容易
に換金可能であり、かつ価値
の変動について僅少なリスク
しか負わない取得日から3ヶ
月以内に償還期限の到来する
短期投資からなっています。 

8. その他中間財務諸表
(財務諸表)作成のた
めの基本となる重要
な事項 

消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会
計処理は税抜方式によってい
ます。 

同 左 同 左 



 
次へ 

(中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更) 

前中間会計期間 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年4月 1日 
至 平成18年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) (固定資産の減損に係る会計基準) 
 当中間会計期間より、固定資産の減
損に係る会計基準「固定資産の減損に
係る会計基準の設定に関する意見書」
(企業会計審議会 平成14年8月9日)およ
び「固定資産の減損に係る会計基準の
適用指針」(企業会計基準適用指針第6
号 平成15年10月31日)を適用していま
す。ただし、これによる損益に与える
影響はありません。 

－  当期より、固定資産の減損に係る会
計基準「固定資産の減損に係る会計基
準の設定に関する意見書」(企業会計
審議会 平成14年8月9日)および「固定
資産の減損に係る会計基準の適用指
針」(企業会計基準適用指針第6号 平
成15年10月31日)を適用しています。
ただし、これによる損益に与える影響
はありません。 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関
する会計基準) 

－  当中間会計期間より、「貸借対照表
の純資産の部の表示に関する会計基
準」(企業会計基準第5号 平成17年12
月9日)および「貸借対照表の純資産の
部の表示に関する会計基準等の適用指
針」企業会計基準適用指針第8号 平
成17年12月9日)を適用しています。 
 これまでの資本の部の合計に相当す
る金額は6,942百万円です。なお、当
中間会計期間における中間貸借対照表
の純資産の部については、中間財務諸
表等規則の改正に伴い、改正後の中間
財務諸表等規則により作成していま
す。 

－ 



注記事項 

 

 

(中間貸借対照表関係) (単位：千円)

前中間会計期間末 
(平成17年9月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年9月30日) 

前事業年度末 
(平成18年3月31日) 

※1 有形固定資産の減価償却累計額 ※1 有形固定資産の減価償却累計額 ※1 有形固定資産の減価償却累計額 
3,516,571 3,783,646 3,687,578 

※2 担保資産及び担保付債務 
担保に供している資産は次のとお
りです。 

※2 担保資産及び担保付債務 
担保に供している資産は次のとお
りです。 

※2 担保資産及び担保付債務 
担保に供している資産は次のとお
りです。 

建物 
土地 
投資有価証券 
差入保証金 

577,241 
4,958,608 
60,890 
50,000 

建物 
土地 
投資有価証券 
差入保証金 

553,475 
4,958,608 
71,920 
50,000 

建物 
土地 
投資有価証券 
差入保証金 

565,167 
4,958,608 
90,765 
50,000 

計 5,646,739 計 5,634,003 計 5,664,540 

担保付債務は次のとおりです。 担保付債務は次のとおりです。 担保付債務は次のとおりです。 

短期借入金 
1年以内返済長期借入金 

長期借入金 

40,000 
819,574 
1,120,232 

短期借入金 
1年以内返済長期借入金 

長期借入金 

103,600 
733,890 
1,354,277 

短期借入金 
1年以内返済長期借入金 

長期借入金 

60,000 
704,832 
1,100,542 

計 1,979,806 計 2,191,767 計 1,865,374 
※3 関係会社に対する資産 ※3 関係会社に対する資産 ※3 関係会社に対する資産 
差入保証金 差入保証金 差入保証金 
株式会社ヒューマックス 188,064 株式会社ヒューマックス 212,064 株式会社ヒューマックス 212,064 

 4 偶発債務  4 偶発債務  4 偶発債務 
下記の会社の原材料仕入先への支
払代金の債務保証を行なっていま
す。 

下記の会社の原材料仕入先への支
払代金の債務保証を行なっていま
す。 

下記の会社の原材料仕入先への支
払代金の債務保証を行なっていま
す。 

サンリー企業グーフェ
ン有限公司 

6,800 サンリー企業グーフェ
ン有限公司 

7,129 サンリー企業グーフェ
ン有限公司 

7,230 

※5 消費税等の取扱い   
仮払消費税等および未払消費税等
は、相殺のうえ、流動負債の未払消
費税等として表示しています。 

  

(中間損益計算書関係) (単位：千円)

前中間会計期間 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年4月 1日 
至 平成18年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

※1 営業外収益のうち重要なもの ※1 営業外収益のうち重要なもの ※1 営業外収益のうち重要なもの 

受取配当金 3,170 受取配当金 4,482 受取配当金 5,714 

※2 営業外費用のうち重要なもの ※2 営業外費用のうち重要なもの ※2 営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 31,296 支払利息 28,416 支払利息 59,994 

※3 特別損失のうち重要なもの ※3 特別損失のうち重要なもの ※3 特別損失のうち重要なもの 

店舗閉店損失  58,434 店舗閉店損失 48,094 店舗閉店損失 72,523 

※4 減価償却実施額 ※4 減価償却実施額 ※4 減価償却実施額 

有形固定資産 
無形固定資産 

156,731 
19,109 

有形固定資産 
無形固定資産 

191,128 
17,232 

有形固定資産 
無形固定資産 

343,102 
39,522 



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間(自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日) 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加です。 

 
２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

 
３．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

 

 
次へ 

前事業年度末株式数
(千株) 

当中間会計期間増加
株式数(千株) 

当中間会計期間減少
株式数(千株) 

当中間会計期末  
株式数(千株) 

発行済株式 

普通株式 42,000 － － 42,000 

合計 42,000 － － 42,000 

自己株式 

普通株式 (注) 52 1 － 54 

合計 52 1 － 54 

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) (単位：千円)

前中間会計期間 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年4月 1日 
至 平成18年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

※現金及び現金同等物の中間期末残高
と中間貸借対照表に掲記されている
科目の金額との関係 

※現金及び現金同等物の中間期末残高
と中間貸借対照表に掲記されている
科目の金額との関係 

※現金及び現金同等物の期末残高と貸
借対照表に掲記されている科目の金
額との関係 

(平成17年9月30日現在) (平成18年9月30日現在) (平成18年3月31日現在)

現金及び預金勘定 
預入期間が3ヶ月超の定期預金 

484,762 
0 

現金及び預金勘定 
預入期間が3ヶ月超の定期預金 

567,958 
0 

現金及び預金勘定 
預入期間が3ヶ月超の定期預金 

605,073 
0 

現金及び現金同等物 484,762 現金及び現金同等物 567,958 現金及び現金同等物 605,073 



 
次へ 

(リース取引関係) 

前中間会計期間 
(自平成17年4月 1日 
至平成17年9月30日) 

当中間会計期間 
(自平成18年4月 1日 
至平成18年9月30日) 

前事業年度 
(自平成17年4月 1日 
至平成18年3月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引 

1．リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び中間期末
残高相当額 

1．リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び中間期末
残高相当額 

1．リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び当期期末
残高相当額 

取得価額 
相当額 

減価償却
累計額相
当額 

中間期末
残高相当
額 

取得価額
相当額 

減価償却
累計額相
当額 

中間期末
残高相当
額 

取得価額 
相当額 

減価償却
累計額相
当額 

期末残高
相当額 

建物 286,305 55,670 230,634 建物 285,123 47,505 237,618 建物 285,123 32,504 252,619

機械及び
装置 

280,979 179,224 101,756 
機械及び
装置 

136,592 89,026 47,566
機械及び
装置 

158,092 95,399 62,693

器具及び
備品 

175,291 78,874 96,417 
器具及び
備品 

101,079 40,571 60,508
器具及び
備品 

106,399 35,428 70,971

合計 742,575 313,767 428,807 合計 522,794 177,102 345,692 合計 549,614 163,331 386,283

2．未経過リース料中間期末残高相当
額 

2．未経過リース料中間期末残高相当
額 

2．未経過リース料期末残高相当額 

1年内 
1年超 

97,752 
380,841 

1年内 
1年超 

77,863
272,767

1年内 
1年超 

80,080
311,420

計 478,593 計 350,630 計 391,500

3．支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額 

3．支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額 

3．支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額 

(1)支払リース料 
(2)減価償却費相当額 
(3)支払利息相当額 

62,446 
54,633 
11,878 

(1)支払リース料 
(2)減価償却費相当額 
(3)支払利息相当額 

47,298
40,591
6,428

(1)支払リース料 
(2)減価償却費相当額 
(3)支払利息相当額 

121,669
105,058
21,529

4．減価償却費相当額の算定方法 4．減価償却費相当額の算定方法 4．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価
額を零とする定額法によっています。 

リース期間を耐用年数とし、残存価
額を零とする定額法によっています。

リース期間を耐用年数とし、残存価
額を零とする定額法によっています。

5．利息相当額の算定方法 5．利息相当額の算定方法 5．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価
額相当額との差額を利息相当額とし、
各期への配分方法については利息法に
よっています。 

リース料総額とリース物件の取得価
額相当額との差額を利息相当額とし、
各期への配分方法については利息法に
よっています。 

リース料総額とリース物件の取得価
額相当額との差額を利息相当額とし、
各期への配分方法については利息法に
よっています。 

6．固定資産の減損に係る会計基準 6．固定資産の減損に係る会計基準 

リース物件に該当事項はありませ
ん。 

リース物件に該当事項はありませ
ん。 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年9月30日現在) 

 
１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

 
２．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

 
３．その他有価証券で時価のあるもの 

 
４．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 
 
当中間会計期間末(平成18年9月30日現在) 

 
１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

 
２．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

 
３．その他有価証券で時価のあるもの 

 
４．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 
 

取得価格(千円) 中間貸借対照表計上額(千円) 差額(千円) 

(1)株式 76,153 392,070 315,917 

(2)その他 784 813 29 

合計 76,937 392,883 315,946 

中間貸借対照表計上額(千円) 

(1)関係会社株式 89,825 

(2)その他有価証券 
非上場株式(店頭売買株式を除く) 5,100

 

取得価格(千円) 中間貸借対照表計上額(千円) 差額(千円) 

(1)株式 76,153 421,403 345,249 

(2)その他 782 1,510 728 

合計 76,935 422,913 345,978 

中間貸借対照表計上額(千円) 

(1)関係会社株式 89,825 

(2)その他有価証券 
非上場株式(店頭売買株式を除く) 5,100

 



前事業年度(平成18年3月31日現在) 

 
１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

 
２．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

 
３．その他有価証券で時価のあるもの 

 
４．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 
次へ 

取得価格(千円) 貸借対照表計上額(千円) 差額(千円) 

(1)株式 76,153 439,428 363,275 

(2)その他 784 1,031 247 

合計 76,937 440,459 363,522 

貸借対照表計上額(千円) 

(1)関係会社株式 89,825 

(2)その他有価証券 
非上場株式(店頭売買株式を除く) 5,100

 



(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間末(平成17年9月30日現在) 

該当事項は有りません。 

(注) ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いています。 

 
当中間会計期間末(平成18年9月30日現在) 

該当事項は有りません。 

 
前事業年度末(平成18年3月31日現在) 

該当事項は有りません。 

(注) ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いています。 

 
(1株当たり情報) 

(注)1．潜在株式調整後1株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。 

2．1株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りです。 

 

 
(2)【その他】 

該当事項はありません。 

前中間会計期間 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年4月 1日 
至 平成18年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

1株当たり純資産額 162.69円 1株当たり純資産額 165.50円 1株当たり純資産額 166.92円 

1株当たり中間純利益金額 1.22円 1株当たり中間純損失金額 1.17円 1株当たり当期純利益金額 4.77円 

前中間会計期間 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年4月 1日 
至 平成18年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

中間(当期)純利益(千円)
 

51,023 － 200,194

中間(当期)純損失(千円)
 

－ 48,953 －

普通株主に帰属しない金額(千円)
 

－ － －

普通株式に係る中間(当期)純利益 (千円)
 

51,023 － 200,194

普通株式に係る中間(当期)純損失 (千円)
 

－ 48,953 －

期中平均株式数(千株)
 

41,949 41,947 41,949



第６【提出会社の参考情報】 
当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 

 
(1) 有価証券報告書およびその添付書類 

事業年度 第77期 (自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日) 平成18年6月27日 関東財務局長に提出 

 
 
第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 

 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 
平成17年12月15日 

株式会社ワンダーテーブル 

取締役会 御中 

日 栄 監 査 法 人 

指 定 社 員 
業務執行社員 

公認会計士 馬場 潤一郎 

指 定 社 員 
業務執行社員 

公認会計士 山田 豊明 

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ワンダーテーブルの平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第77期事業年度の中間会計期間(平成17

年4月1日から平成17年9月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間

キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人

に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手

続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表

に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社ワンダーテーブルの平成17年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計

期間(平成17年4月1日から平成17年9月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を

表示しているものと認める。  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管している。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 
平成18年12月15日 

株式会社ワンダーテーブル 

取締役会 御中 

日 栄 監 査 法 人 

指 定 社 員 
業務執行社員 

公認会計士 馬場 潤一郎 

指 定 社 員 
業務執行社員 

公認会計士 山田 豊明 

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ワンダーテーブルの平成18年4月1日から平成19年3月31日までの第78期事業年度の中間会計期間(平成18

年4月1日から平成18年9月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株

主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人

に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手

続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表

に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社ワンダーテーブルの平成18年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計

期間(平成18年4月1日から平成18年9月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を

表示しているものと認める。  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管している。 
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